中間市債権管理基本方針
１　基本となる考え方
財政の健全化及び市民負担の公平性の確保に向け、市が保有する債権について、全庁一体となり徹底した徴収強化を図る。
また、納付期間内に納付している大部分の市民が納得のいく債権管理を行うため、資力があるにもかかわらず納付に応じない悪質な滞納者に対しては、法律に基づき厳正に対処する。
２　対象となる債権
本方針に基づき徴収の強化を図る債権は、市税を含むすべての公債権及び私債権とする。
３　基本方針の施行日　　平成２４年５月１４日
４　債権管理の適正化に向けた取組み
　（１）　滞納発生の抑止
滞納発生原因については、様々な要因が考えられるが、時間が経過し滞納が重なるほど問題解決が困難になることから、債権発生時における早期の取組みを強化するとともに、納付期内納付の推進に向けての収納機会の拡大・充実や民間ノウハウの活用などの検討を行い、滞納発生の抑止を図る。
（２）　債権回収の強化
法令に基づく督促を適切に行ってもなお、債務者が債務の履行に応じない場合は、早期の交渉に着手し納付を促すこととし、債務者がさらに納付に応じない場合、強制徴収ができる債権（公債権で滞納処分規定のあるもの）については滞納処分の実施、強制徴収ができない債権（公債権で滞納処分規定のないもの及び私債権）については司法手続きの着手など法令等に基づく適切な処理を行うとともに、統一した債権管理を行うための「債権管理マニュアル」を整備し、債権の確実な回収を図る。
（３）　数値目標の設定及び滞納状況の公表
収納実績を向上させるため数値目標を設定し、各債権所管課は目標達成に努めるとともに、取組状況等についても積極的に情報の公表を行う。
（４）　債権管理委員会の設置
副市長を会長とし、各部長で構成する「債権管理委員会」を設置し、各部による自立的な徴収確保体制の構築を図る。
